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メインテーマ 「賃金のデジタル払い」 

● はじめに 

長年、賃金の支払方法については、労働基準法に

基づき、通貨のほか、同施行規則により労働者の同

意を得た場合には、銀行口座等へ振払込みによるこ

ととされてきました。 

近年、キャッシュレス決済の普及や送金サービス

の多様化が進む中、外国人労働者等が賃金を受け取

りやすい金融環境の整備や労働者保護の観点から資

金の保全性、補償、換金性等について議論を重ね、

使用者が労働者の同意を得た上で、一定要件を満た

すものとして厚生労働大臣が指定する資金移動業者

の口座への賃金の支払いを可能とする改正省令が令

和 5年 4月 1日に施行されました。 

 

● 賃金のデジタル払い制度の概要 

 ○ 賃金のデジタル払いについては、使用者が労働

者の同意を得た場合に、下記、第二種資金移動

業者であって、右欄表 1に掲げる要件を満たす

ものとして、厚生労働大臣が指定する業者の口

座への資金移動により可能となるものです。 

 ・ 第一種資金移動業者 

送金可能な額の上限制限なし 

 ・ 第二種資金移動業者 

送金可能な額の上限 100万円未満 

・ 第三種資金移動業者 

送金可能な額の上限数万円程度（政令で指定） 

 ○ 厚生労働省は、令和 6年 12月 13日現在、下記

2社を賃金のデジタル払いが認められる事業者と

して指定しており、今後の状況についても逐次

同省ＨＰにて公表されることとなっています。 

 ・ PayPay株式会社（受入上限額 20万円） 

 ・ 株式会社リクルート MUFGビジネス 

  （受入上限額 30万円） 

○ 資金移動業者の指定要件（表 1） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 労使双方のメリット、留意事項等 

 ○ 労働者側 

① 利用中のキャッシュレス決済口座へのチャー 

ジ（入金）の手間が省ける。 

② 口座を用途別に使い分けられる。 

（例）預貯金口座：貯蓄用 

キャッシュレス口座：日常生活用 

③ 賃金受け取り日の柔軟化の可能性 

一方、キャッシュレス決済口座へのチャージに

よるポイント付与の恩恵や預貯金利息を放棄する

ことにもつながるので、留意が必要です。 

民間調査会社の調べでは、労働者の利用意向は

22％程度であり、特に若い世代ほど意向が高い傾

向にあるようです。 



 ○ 使用者側 

① 給与振込手数料の抑制によるコスト低減 

資金移動業者手数料 ≦ 銀行手数料 

② 労働者の満足度向上による人材の確保 

一方、賃金支払い方法の増加によるシステム改

修等、新たなコストの発生や業務負担の増加、セ

キュリティーリスクを懸念する声もあり、民間調

査会社の調べでは、導入に前向きな企業の割合は

4％程度に留まっているようです。 

 

● 制度導入のための手続き 

 ○ 労使協定の締結 

   賃金のデジタル払いを導入するに当たっては、

事業場に労働者の過半数で組織する労働組合があ

る場合はその労働組合と、当該労働組合がない場

合は労働者の過半数を代表する者と、下記の内容

について、労使協定を締結する必要があります。 

① 口座振込み等の対象となる労働者の範囲 

② 口座振込み等の対象となる賃金の範囲及び 

その金額 

③ 取扱金融機関、取扱証券会社及び取扱資金移 

動業者の範囲 

④ 口座振込み等の実施開始時期 

 ○ 個々の労働者への説明 

   導入に当たっては、労働者が預貯金口座等との

違いを理解することが重要です。このため、使用

者（使用者に委託された資金移動業者を含む。）

には、右欄表 2に掲げる内容について、労働者に

対して説明することが求められます。 

 ○ 個々の労働者からの同意取得 

   従来から認められていた銀行口座等への振払込

みと同様、使用者は個々の労働者から右欄表 3に

掲げる事項の同意取得が必要となります。 

 

● 最後に 

  昨今、キャッシュレス化が急速に進展しつつある

ものの、その普及率は、韓国 99％、中国 83％に比

して日本 36％（2022年）です。課題は山積してい

ます。今後はネット銀行の増加や付加価値競争、労

使の価値観の変化等、本制度の改善向上及び利用拡

大も期待されるところです。 

 ○ 個々の労働者への説明事項（表 2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ○ 個々の労働者からの同意事項（表 3） 

 

 

 

 

 

 


